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　わが国の戦後労使関係の分析は争議の類型把握を中
心に行なう必要があることは，昨年度の社会科学研究
所年報に述べたところであるが，いわゆる春闘体制に
おける争議は，一般的に行なわれている「争議協定」
の性格がそれを象徴するように，企業外で進行する
「相場」設定に追従する性格を特色とするものであり，
通常労働経済学が想定する争議の損益計算的発想がほ
とんど適用されないことは注目に値いする。
　この春闘体制の中に包摂される争議と対比される争
議の検討と，春闘体制の形成に先行する段階での争議
の検討が本年度の課題であったが，ここではそのうち
の後者に属するいわゆる「日産争議」について，若干
の検討結果を述べる。この争議は昭和28年に「全自動
車日産分会」で行なわれたものであるが，その特徴
は，使用者による企業内労使関係のイニシアティブの
掌握を実現したことであり，その意味で春闘体制の準
備として評価することができる。
　28年5月に日産分会は全自動車が掲げたff－一一要求に
もとついて要求を提出したが，使用者はこれを全面的
に拒否しただけではなく，反対にかねてから懸案事項
であった企業内の組合活動についての規則案である
「組合活動に関する覚書案」を再度提起し，これを優
先的協議事項とした。その内容は就業時間内の組合活
動を原則として事前許可制とし，不就業時間について
はノーワーク・ノーペイの原則によって取扱うことで
あり，あわせて課長および同待遇者の非組合員化を通
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告した。これは日産分会が「職場委員会」組織によっ
て強力な職場交渉を行ない，企業側の労務管理体制に
大きな制約を課してきたことへの対応であり，企業整
備が進行しつつあった状況のもとで一挙に管理秩序の
確立を企図したものである。
　問題点は，ここで資本による攻撃の対象となった
「職場交渉」の内容と意義を明らかにすることと，そ
れを支えたと考えられる全自動車の「統一要求」の内
容と意義を，その後の全自動車の分解という経過をふ
まえた上で規定することである。しばしば指摘されて
いる点は，日産分会の益田委員長ら指導部の「非民主
的指導」という特徴であるが，職場交渉が非民主的指
導と結合していたというこの指摘の意味は，職場交渉
を推進していた主体が，企業の労務管理と対抗しなが
らも，事実上それを代位していたという判断に結びつ
いている。労働組合の日常的活動はもともと企業の労
務管理の制約を中心とするものであり，その制約の機
構が労使関係を形成するはずであるが，それが管理機
構そのものを圧迫し，組合の介入が管理機構を通じて
労働者に下ろされる場合には，組合機関と労働者の対
立が発生する。この先例は戦後の生産管理闘争におい
て事実上職制に組合役員が就任する形態で運動が進め
られたことに見られる。わが国の労使関係が，たとえ
ばイギリスのように，職場慣行や協約の適用をめぐっ
て職場交渉が行なわれるのではなく，管理的発言権を
めぐって争われるという特微を持つことが抽出される
のである。
　第二に産業別組織の統一要求については，それが極
めて脆く崩壊してしまった理由として，要求が詳細で
具体的であることから，日常的組合活動を集約したも
のと評価され・るのであるが，競争企業の賃上げ交渉と
の連関を維持し得なかったことがあげられる。この点
は後に春闘体制において「同業他社並み」を賃金交渉
の軸とするにいたった理由ともなるのであるが，要求
決定の段階において交渉の過程についての統一が行な
われていなかったことの理由が考察されなければなら
ない。運動方針の内容が当時の労働組合運動の潮流を
反映して政治的色彩が濃く，賃金交渉の準備が充分行
なわれなかったことは明瞭であるが，要求作成をその
ような内容に終らしめていた運動論が検討される必要
があるだろう。
　以上のような日産争議の問題点は，企業別組合とい
う労働組合の組織の，組織論的に指摘される欠陥のほ
かに，当面する問題点と取組む際の行動様式において
特殊な展開を示し，目標に向っていながらその経過に
おいて内部的対立を形成せざるを得ない性格を示すも
のと考えられる。したがって労働組合の政策形成は，
内部の機構が取組みを可能とする問題点を全面に出
し，他の問題点は，いかに基本的なものであっても，
長期的展望の中において位置づけることに終らざるを
得ないのであり，絶えず行なわれる労働組合への原理
的批判はこの点についての理解が充分ではないと考え
られる。
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